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1 序

 巨視的経済学は国民経済全体を対象とし，国民経済に生起する諸事象の

因果関係あるいは相互依存関係を究明する。本稿では，国民経済を4市場

から成っているものとし，その4市場の相互依存関係を二つの概念一→総

需要価格と総供給価格一に集約し，検討する。4市場とは

 ① 生産物市場

 ② 貨幣市場

 ③ 労働市場

 ④ 証券市場

である。

 これら4市場を全て扱う必要はなく；ワルラスの法則によって任意の3

市場のみを検討すればよい。ここでは証券市場を落して残り3市場を対象

とする。生産物・貨幣・生産要素の3市場が均衡にあるとき，残り1市場

も均衡にあるから，そういう状態を国民経済の一般均衡という。

 本稿では，国民経済の一般均衡を物価と国民所得に焦点を合せて検討す
  ご
る。この方向に沿った議論は，以前から，例えば，Allen［1］， Hansen［3］，

Miller［7］等でなされている1）。国民経済を構成する市場のうち，需要側

を規定する市場は生産物・貨幣の両市場である。この両市場の均衡条件か

1）Allen［1］はChap．7でケインズ・モデルを概略的に説明し， Hansen［3］Chap・

 11は異なった形で分析している。Miller［7］の分析では，マクロ・モデルをAggre・

 gate Demand RelationshipとAggregate SupPly Relationshipという二つの概

 念に集約して説明がなされている。ただし，安定性の分析はなされていない。

 荒［2］では安定性をも問題としており，本稿ではそれらを再構築する形でモデル

 を記述しているQ
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ら「総需要価格」を導出する。同様に，供給側を規定する市場は労働市場

であり，この市場の均衡条件から「総供給価格」を導出する。このように

して求められた両価格から国民経済に一般均衡をもたらす均衡価格水準と

実質生産高を決定する。さらに，その均衡状態が安定的であるかどうかを

吟味し，安定条件を探ることにする。

H 総需要価格

 生産物市場の均衡条件は貯蓄8と投資1が等しいことである。貯蓄は

実質国民所得Yに依存し，その増加関数であると仮定する。すなわち，

         dS
    S-S（b，           ＞o         dY

である。投資は利子率rに依存し，その減少関数であると仮定する。すな

わち，

    i-i（r）， 一Si／1一く。

である。

 したがって，これらを考慮すれぽ，生産物市場の均衡条件は，

    S（b 一＝1（r） （1）
となる。この式から生産物市場に均衡をもたらす実質国民所得と利子率の

組み合せを求めることができる。それを図示したものがIS線である。①

式を全微分して適当に整理すれば，

    訊一彩／器

であり，仮定によって

    夢／。＜・

となる。

 すなわち，ZS線は，第1図に示されているように右下りである9
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 貨幣市場の均衡条件は実質貨幣供給量と実質貨幣需要量が等しいことで

ある。貨幣供給量Mを一定とし，物価水準Pで割れば，実質貨幣供給量

を求めることができる。貨幣需要は取引・予備動機による需要五1と投機

動機による需要L，から成る。いまL1を実質国民所得の増加関数と仮定

する。すなわち，

L、一L・（Y），髪争〉・

である。さらに，L2を利子率の減少関数と仮定する。すなわち，

L，一L・（r）・髪妻・＜・

である。

 これらを考慮すれぽ，貨幣市場の均衡条件は

    乎一Li（め砺⑦

と示される。いま物価水準をPoと与えれば，（2）式は，

    誓一L・（b＋ちの
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となる。この式から，貨幣市場に均衡をもたらす国民所得と利子率の組み

合せを求めることができる。それを図示したものが第1図に示されている

LM線である。 LM線が右上りであることは（3）式を全微分して適当に整

理すれば確められる。すなわち，

    ｛乳溜一一箒／飴

となり，仮定によって

    嘉i 〉・

である。すなわち，国民所得と利子率はあるメカニズムを通じて同一方向

に動く。しかし，これには限定がついており，流動性のわなの部分では

しM線は水平となる2）。

 物価水準が与えられれば，（1），（3）両式から生産物，貨幣両市場に同時

均衡をもたらす国民所得Y＊と利子率r＊を求めることができる3）。ここ

で注意しなければならないのは，こうして求められる国民所得が必ずしも

企業に利潤極大を保証するものではないことである。すなわち，ここで求

められる国民所得は需要側から規定されている4）。

 ここで便宜的に貨幣市場は常に均衡にあると仮定する5）。生産物市場の

均衡条件を利子率について整理すると，

    r ＝r（Y）

を得る。これを貨幣市場の均衡条件である（2）式に代入すれば，

2）すなわち，国民所得のある一定範囲内で

  畜一・である・

3）これはHicks［4］が試みて以来，∬＝LM分析といわれている。

4）ケインズ［6］が指摘したことの一つは，経済活動水準が有効需要の水準に依存し

 ていることである。

5）貨幣市場が他の市場と比較して需給ギャップに敏感に反応するから，この仮定は

 決して不適当なものではない。このように仮定することによって，生産物市場の

 不均衡は総需要価格と市場価格の乖離に対応させることができる。
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    9-L，（IY） ＋L， ［r（IY）］ （4）

が得られる。

 生産物市場において需給均衡をもたらす物価水準を総需要価格6）PDと

いうことにする。総需要価格を（4）式から求めることができる。すなわち，

          M
                                （5）    PD＝＝
       L， （Y） ＋L， ［r（Y） ］

である。上式はYだけの関数であるから，簡単に

    P．＝：P．（Y） （6）
と示すことができる。（6）式は生産物・貨幣両市場を同時に均衡させる総

需要価格と国民所得の組み合せを示している。これを示す線を総需要価格

線という。

 総需要価格線が右下りであることは容易に確められる。（5）式をYに関

して微分すれば，

    静一｛L、（Y）＋毒［，（Y）］｝、（一M［箒＋箏・舞］｝

       P

o y

第2図 総需要価格線

6）荒［2］，小泉・建元［5］では，単に「需要価格」となっている。本稿では，国民経

済が集計的要素を含んでいるから，「総」をつけて示す。そうしたとしても，Keynes

［6］がproceeds（P．26）と断っていてように，混同する危険は少ないだろう。
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を得る。諸仮定と∬線は右下りであることを考慮すれば，

    静く・

であり，総需要価格線は第2図で示されている様に右下りである。

皿 総供給価格

 短期の生産関数は

    Y-F（N）；ft＞O，一iSt＄一F，〈O （7）

で示すことができる。ここでNは労働雇用量である。労働市場の均衡条

件は労働需要と労働供給とが一致することである。労働需要は実質賃金率

の減少関数，労働供給は貨幣賃金率の増加関数であると仮定する。それぞ

れを逆関数で示せば，

          dtu
           〈o    ta ＝w （N），
          dN

    w-w（AD，一＄WI＞O

である。ここでωは実質賃金率，Wは貨幣賃金率を示す。実質賃金率が

    W＝一J7F      P

であることも考慮すれば，労働市場の均衡条件は

    P・to（N） ＝＝ W（N） （8）
となる。労働市場が均衡しているとき，その生産高に対応する物価水準を

総供給価格7）Psとすると，（7），（8）両式から，1＞を消去して，

    Ps＝Ps（Y） ' （9）
を得ることができる。

 労働市場に均衡をもたらす国民所得と総供給価格の組み合せを示す線を

総供給価格線という。それは右上りであることは簡単な計算によって確め

7）荒［2］，小泉・建元［5］では「供給価格」となっている。
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ることができる。（8），（9）両式を全微分して，適当に整理すれば，

    dY mOF to （N）

    dPs∂N舞一P器

を得ることができる。これは諸仮定を思い起せば，

    農〉・

である。すなわち，総供給価格線は第3図に画かれているように，右上り

となる。

Ps

Ps （Y）

o Y

第3図 総供給価格線

】V 安定性

 生産物・貨幣の両市場の均衡条件から総需要価格線を導出し，それが右

下りであることを確かめた。他方，労働市場の均衡条件から総供給価格線

を導出し，それが右上りであることも確かめた。両価格線の交わる瓦点は，

したがって，生産物・貨幣・労働の3市場が同時均衡していることを示す。

すなわち，国民経済に一般均衡をもたらす均衡物価水準はP＊であり，均

衡国民所得はY＊である。

 現実の経済がE点から乖離している場合，現実の経済がE点に収束し
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           第4図 国民経済の一般均衡

                              ‘
ていく傾向をもっているであろうか。さらに，そのような傾向をもつ場合，

その安定条件はどのようなものであろうか。

 現実の市場価格すなわち物価水準が均衡価格と乖離している場合，物価

水準はその乖離の程度に反応すると仮定する。すなわち，

書一φ（E・）・讐）〉・

と想定する。ただし，

    E．＝P．（Y） 一P

である。勿論，総需要価格と市場価格が等しいとき，

    E．＝O

であるから，

    ¢（o） 一＝o

（10）

である。（10）式では，総需要価格が市場価格を超過するとき，物価水準が

上昇すると仮定されている。

 安定性を分析するために，（10）式を均衡点の近傍でテーラー展開する

              一 58 一一一



国民経済の一般均衡

と8、，

一fR？IL ＝＝a［a（y一 y＊） 一 （p-p＊）］
（11）

を得ることができる。ただし，

       d¢
    aiE-ZZtEF一'

aE1i
Wt ［PD（Y“）］

である。（10）式の仮定によって，α＞0であり，総需要価格は右下りである

から，a〈0である。

 同様に，総供給価格と市場価格が一致していないとき，次のように仮定

する。市場価格が総供給価格を越えているとき，企業は利潤機会をもとめ

て生産量を拡大するから，

    ！S￥十＝q（Ey）， uetSEy）＞o （i2）

と想定する。ここで，

    Ey＝P-Ps（Y）

である。勿論，市場・総供給の両価格が等しいとき，

    E．＝＝O

であるから，

    q（o） ＝＝o

である。

 （12）式を均衡点の近傍でテーラー展開すると9），

    gZi／ 一P［（P-P＊） 一b（Y一 Y＊）］ （13）

を得ることができる。ここで，

8）2次以上の項を無視している。そのために，線型に導びくことができる。この分

 析上の便宜とともに，安定性の分析は四域におけるものという限定をつけられる。

9）前註をみよ。
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    β一鑑・

    bE1 一Ellt＞一［p，（y＊・ ）］

である。（12）式の仮定によって，β＞0であり，総供給価格線の性質によっ

て，b＞0である。

 （11），（12）両式を連立させると，

（dP万dY万）｛二1）（1）

を得る。これを適当に展開すると，

    （ll）（ll）一（望二三1＝）

が得られる。ここでρは特性根である。これより，TraceとDeterminant

は，それぞれ

    Trace ＝aa 一 Pb〈O

    Determinant ＝aP （1 一 ab） ＞O

である。したがって，この体系は安定的となる。

V 結

 国民経済が生産物・貨幣・労働・証券の4市場から成っている場合，ワ

ルラスの法則によって，生産物・貨幣・労働の3市場が均衡するとき，国

民経済は一般均衡にある。一方で生産物・貨幣両市場を同時に均衡させる

条件から総需要価格が導出され，他方で労働市場の均衡条件と生産関数か

ら総供給価格線が導出される。このようにして求められた両価格線の交わ

るところに国民経済の一般均衡は示される。

 均衡の近傍でみる限り，したがって，小域において体系は安定的である。

その安定条件は，まず，総需要価格線が右下りであり，総供給価格線が右
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上りであることである。さらに，安定条件を満たすためには，物価水準は

総需要価格が市場価格を超過するとき上昇し，生産量は市場価格が総供給

価格を上回るとき増加しなければならない。

 以上のモデルは国民経済の3市場に焦点をあてて吟味したものである。

しかし，3市場の中の貨幣市場は常に均衡にあると仮定されている。その

ことが保証されれば問題は少ないと思われる。そうではなくて，貨幣市場

も均衡に達するために，調整過程を必要とするのであれぽ，このモデルは

国民経済の一般均衡を充分な形で説明しているものではなくなる。一般均

衡を一一ma均衡たらしめるためには，3市場全てについて一様なスポットを

当てることが必要となるだろう。

 さらに，物価と国民所得ばかりではなく，利子率，賃金率等にも焦点を

あてる必要がある。いいかえれば，分析上必要と思われるこれらの変数を

取り込んでモデルを構築することは有意義である。
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